
 

 

 

§10 交通安全対策事業 

 
 

 

  



 



１ 交通安全対策事業の概要 

 

「くるま社会」の進展に伴い，本市の道路交通を取り巻く環境は，高齢

者人口が増加するなかで，依然として厳しい状況が続くものと予想されま

す。このような中、交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図るため，

関係機関・団体等において各般の施策を講じてきました。 

交通事故の防止は，行政機関および関係団体等は勿論のこと，市民一人

ひとりが取り組まなければならない課題です。 

市としては，人命尊重が何物にも優先するとの認識のもとに，交通安全

施設の整備を進める一方，昭和６３年４月からは，交通指導員を配置して，

幼児から高齢者まで，それぞれの年齢に応じた交通安全教育を推進し，市

民の交通安全に対する意識の高揚を図っています。 

また，交通安全に関する関係機関・団体等と連携し，各種交通安全運動

を展開するなど，交通安全思想の普及啓発に努めています。 

 

 

（１）交通安全運動の推進 

各期の交通安全運動期間（全道一斉・年間４０日間) を中心に, 警

察，関係団体等と密接な連携のもと，交通事故を抑止するため，街頭

啓発をはじめ，さまざまな形で交通安全運動を推進しています。 

 

ア 街頭啓発，旗の波作戦の実施による啓発活動 

イ ラジオ,テレビ,ホームページ，広報車，「市政はこだて」による呼

びかけ 

ウ 幼児，児童，生徒をはじめ高齢者等を対象とした交通安全教室 

エ 高校生や一般を対象とした自転車の交通ルールとマナーの啓発 

オ 高齢者に対する啓発や夜光反射材の普及活動 

 

 

（２）交通指導員の配置 

各年齢層に応じた生涯にわたる交通安全教育の実践指導を行うこと

を目的として配置されました。 

 

ア 設置年月日  昭和６３年４月１日 

イ 指 導 員 数        １０名 

ウ 業 務 内 容        ・交通安全実践活動の指導 

・歩行者，自転車利用者等の安全な通行の指導 

・家庭，学校，職場等への交通安全思想の普及・ 

啓発 

・各種交通安全運動の推進 

エ 活 動 状 況        令和３年度交通安全教室開催実績 

開催 ７２４回   対象者 ２９,６９６人 
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（３）幼児交通安全クラブ 

  幼児を交通事故から守るため，認定こども園，幼稚園，保育所等の

幼児とその母親で構成する幼児交通安全クラブ（愛称「こぐまクラ

ブ」）を設置し，母と子の交通安全教室を開催して幼児交通安全教育

の推進を図っています。 

 

ア 結成クラブ数  認定こども園 49 幼稚園 5 保育園 9    計 63クラブ 

イ 会員数         幼  児 3,172人 母  親 2,992人   計 6,164人 

（令和４年6月30日現在） 

 

 

（４）スクールゾーン・幼児ゾーンの警戒標識の設置 

   通学（園）時の交通事故を防止するため，小学校等の周辺のスクー

ルゾーンおよび児童公園等の周辺の幼児ゾーンに標識の設置を行って

います。 

 

ア スクールゾーン  84箇所   標識 313本設置 

イ 幼児ゾーン     97箇所   標識 141本設置 

（令和４年6月30日現在） 

 

 

（５）梁川公園内交通公園 

   幼児，小・中学生を対象に，交通知識や交通マナーを体得させるこ

とを目的として，昭和４４年５月１８日から開園しています。 

 

ア 所 在 地  函館市梁川町２４番２号 

イ 敷地面積  ７，７５２㎡ 

ウ 施設内容  ゴーカートコース 延長 500ｍ   幅  4ｍ 

自転車コース   延長 330ｍ  幅 1.5～2.5ｍ 

信号機 1 基，各種標識 60本 

エ 遊 具  動力式ゴーカート（１人乗）      6台 

動力式ゴーカート（２人乗）      9台 

足踏式ゴーカート           8台 

自転車               15台 

オ 運 営  函館中央交通安全協会（指定管理者制度） 

カ 開園期間  毎年４月１日から１０月３１日まで 

キ 開園時間  午前９時から午後５時まで 

ク 休 園 日  毎週月曜日 

（その日が国民の祝日にあたるときはその次の平日) 

春休み, 夏休み期間は無休 

ケ 使 用 料  動力式ゴーカート １台１周につき６０円 

入園料, その他の遊具は無料 

（令和４年6月30日現在） 
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梁川交通公園利用状況 

年度 
入園者数 

(人) 

動 力 式 ゴ ー カ ー ト 利 用 状 況 

団    体 個    人 合    計 

利用台数 
（台） 

使用料 
(円) 

利用台数 
（台） 

使用料 
(円) 

利用台数 
（台） 

使用料 
(円) 

H29 33,863 1,253 75,180 60,766 3,645,960 62,019 3,721,140 

H30 31,930 1,412 84,720 57,596 3,455,760 59,008 3,540,480 

R元 34,170 1,656 99,360 61,132 3,667,920 62,788 3,767,280 

R２ 24,068 789 47,340 42,371 2,542,260 43,160 2,589,600 

R３ 28,450 942 56,520 49,783 2,986,980 50,725 3,043,500 

 

  

（６）市内交通事故の状況 

市内交通事故の状況          （単位：件，％） 

年 
発 生 件 数      死 者 数 傷 者 数 

件  数 指 数 件 数 指 数 件 数 指 数 

H29 644 100.0 5 100.0 778 100.0 

H30 584 90.7 4 80.0 657 84.4 

R元 500 77.6 5 100.0 592 76.1 

R２ 365 56.7 4 80.0 408 52.4 

R３ 450 69.9 8 160.0 520 66.8 

 ※ 指数は，平成29年を100としています。 

    

  

   交通事故類型別発生状況              （単位：件，％） 

年 
車両対人 車両対自転車 車 両 相 互      車両単独 計 

件数 構成比 件数 構成比 件 数 構成比 件数 構成比 件 数 構成比 

H29  86   13.3  108 16.8   438 68.0   12 1.9 644 100.0 

H30 101 17.3 101 17.3 366 62.7 16 2.7 584 100.0 

R元 82 16.4 99 19.8 309 61.8 10 2.0 500 100.0 

R２ 65 17.8 76 20.8 214 58.7 10 2.7 365 100.0 

R３ 87 19.3 68 15.1 283 62.9 12 2.7 450 100.0 
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   年齢階層別死者数                                       （単位：人） 

年 
20歳 

未満 
20歳代 30歳代    40歳代    50歳代    60歳代    

70歳 

以上 
計 

H29    1  1 3 5 

H30    1  1 2 4 

R元     1 1 3 5 

R２    1 1 1 1 4 

R３    1 1  6 8 
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２ 函館市交通安全対策会議  

 

 函館市交通安全対策会議条例（昭和46年3月22日条例第40号）第１条

の規定により設置され，函館市の陸上交通の安全に関する諸問題を審議

します。 

 

（１）所掌事務 

・函館市交通安全計画を作成し，およびその実施を推進すること。  

   ・函館市の区域における陸上交通の安全に関する総合的な施策の企

画に関して審議し，およびその施策の実施を推進すること。 

 

（２）会長および委員等 

・会長は，市長をもって充てる。 

・委員は，次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱し，または任命する。 

ア 国の関係地方行政機関の職員 

イ 北海道の部内の職員 

ウ 北海道警察の警察官 

エ 市の職員（オおよびカを除く。） 

オ 教育長 

カ 消防長 

キ  公募による者 

ク  その他市長が必要と認める者 

   ・委員の定数は，１８人以内とする。 
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（３）会長及び委員名簿           （令和４年6月30日現在） 

区  分 所属機関・役職名 氏  名 

会 長 函 館 市 長 工 藤  壽 樹 

国 の 関 係 地 方 

行 政 機 関 の 職 員 

北海道開発局函館開発建設部次長 畑 山     朗 

北 海 道 運 輸 局 函 館 運 輸 支 局 長 長谷川    巧 

函 館 地 方 気 象 台 次 長 藤 田  英 治 

北海道労働局函館労働基準監督署長 菊 池  俊 文 

北 海 道 の 部 内 

の 職 員 

北海道渡島総合振興局保健環境部 
く ら し ・ 子 育 て 担 当 部 長 井 田    操 

北 海 道 渡 島 総 合 振 興 局 函 館 建 設 
管 理 部 用 地 管 理 室 長 小 原   章 弘 

北 海 道 警 察 

の 警 察 官 

北海道警察函館方面本部交通課長 大 竹  雄 二 

北海道函館方面函館中央警察署長 髙 田  重 栄 

北 海 道 函 館 方 面 函 館 西 警 察 署 長 高 橋  勇 吉 

市 の 職 員 

函 館 市 市 民 部 長 佐 藤   聖智子 

函 館 市 土 木 部 長 山 本  寛 人 

函 館 市 企 業 局 交 通 部 長 小笠原    聡 

教 育 長 函 館 市 教 育 長 辻     俊 行 

消 防 長  函 館 市 消 防 長 小 西  裕 二 

公 募 に よ る 者  一 般 公 募  佐 藤  市 夫 

そ の 他 市 長  

が 必 要 と 認  

め る 者  

函 館 中 央 交 通 安 全 協 会 会 長  片 岡    格 

函 館 地 区 バ ス 協 会 会 長  森      健  二  

函 館 市 町 会 連 合 会 副 会 長  川 上    誠 
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３ 函館市違法駐車等防止条例の制定  

 

 近年，交通環境を取り巻く情勢は，厳しい状況となっています。  

 このような中で，違法駐車等が正常な交通の妨げとなるほか交通事

故の要因になっており，本市においても，救急・消防活動や清掃業務

・除雪業務などのほか公共輸送機関であるバスの定時・定速性の確保

についても違法駐車による影響が出ています。  

 このため，ドライバーの交通安全に対する意識の高揚を図り，違法

駐車等を防止することにより良好な交通環境を確保し，もって市民の

安全で快適な生活環境の保持および向上に資することを目的として，

平成９年３月２７日に「函館市違法駐車等防止条例」を制定し，同年

６月１日から施行しました。  

 

【条例の主な内容】  

（１）条例の目的 
市民の日常生活に重大な支障を及ぼす恐れのある違法駐車等を防

止し，市・市民・事業者が協力しあい，良好な交通環境を確保し，

快適で安全な生活環境を保持することを目的とします。 

 
（２）責 務 

違法駐車等の防止は，行政のみでは困難なため，各方面の皆さ

んにそれぞれの立場で協力していただくことになります。  

ア 市は，市民，事業者，その他の関係者の協力を求めるため，

啓発に関する施策などを実施します。  

イ 市民は，違法駐車等の防止に努めるとともに，市が実施する

施策に協力しなければなりません。  

ウ 事業者は，事業用駐車場の確保を図り，来客・社員の駐車場

利用を促進するとともに，市が実施する施策に協力しなければ

なりません。  

 
（３）重点地域 

違法駐車等が著しく多く，日常生活または一般交通に支障が生

じている地域として本町・五稜郭地区の別図の地域を，平成９年

７月１日に「重点地域」として指定しました。  

 
（４）指導・啓発 

重点地域では，当該地域を所轄する警察署や関係機関・団体と

協力しながら違法駐車等をしないよう啓発活動を実施します。 

また，重点地域であることを示す看板の設置や周辺駐車場への

移動を促すための広報・啓発活動を実施します。  

 
（５）関係機関への協力要請 

重点地域内では，関係機関に対して違法駐車等を防止するため

の施設の設置や必要な措置を要請します。  
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４ 函館市交通安全条例の制定 

 

交通安全は，市民一人ひとりが取り組まなければならない重要な課題であり，

悲惨な交通事故を防止するためには，市民が交通安全に対する理解と関心を深

めていかなければなりません。  

すべての市民が協力し，交通安全に対する意識を高め，これを実践すること

により，交通事故のない安全な市民生活を実現するため，平成１６年３月に交

通安全条例を制定し，同年６月１日から施行しました。 

 

【基本理念】 

・函館市の地域特性を踏まえ，道路の交通環境の整備を図るなど，交通安全に配

慮したまちづくりを推進すること。 

・人命の尊重を基本として，市民一人ひとりが法令を守り，交通安全に関する理

解を深めること。 

・市民一人ひとりが自主的かつ積極的に交通安全に取り組むこと。 

 

【条例の主な内容】 

（１）市の責務 

市は交通安全に関する基本的・総合的な施策を策定し，実施するととも

に施策推進のため，国・北海道その他の関係機関・交通安全関係団体との

密接な連携を図ります。 

 

（２）車両の運転者の責務 

車両を運転する者は，交通に関する法令を遵守するとともに，高齢者，

障がい者，児童および幼児に対しては特に注意を払い，歩行者に危害を及

ぼさないようにする等，安全な運転に努めなければなりません。 

自転車を運転する者は，二人乗り，並走，自転車駐車場以外の場所への

自転車の放置等により，歩行者や他の車両の通行の妨げにならないよう努

めるとともに，夜間においては，車体の側面にも反射器材を取り付けるこ

と等により，自ら安全の確保に努めなければなりません。 

 

（３）歩行者の責務 

歩行者は，道路を通行する際に，交通に関する法令を守り，夜間は夜光

反射材を使用するなど，自ら安全の確保に努めなければなりません。 

 

（４）交通安全教育の推進 

市は，市民の交通安全に関する知識の普及および意識の高揚を図るため，

交通安全教育を推進するとともに，その他必要な措置を講ずるよう努めま

す。 

 

（５）交通死亡事故多発警報等 

市は，市の区域内において交通死亡事故が多発している場合等において

は，交通事故多発警報を発し，警察署，関係機関および関係団体と連携し

て，市民および事業者に注意を喚起するよう努めます。 

 

67



（６）暴走行為防止対策の実施等 

市は，北海道暴走族の根絶等に関する条例に規定する暴走行為を防止す

るため，警察署等と連携し，その対策に努めます。 

市民は，暴走行為を発見したときは，速やかに警察署に通報するよう努

めなければなりません。    

 

（７）救急および救命体制の整備充実 

市は，救急病院等と連携し，交通事故による負傷者に対する救急体制の

整備および充実に努めます。 

68


